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府立学校人事グループ

１　教職員の定員に関する事務　

府立の高等学校及び支援学校並びに府費負担の市立の高等学校定時制課程の教職員定数の配分を行った。

条例定数

　　　　府立高等学校　　　　　　　　　　８，９９０人

　　　　 〃 特別支援学校　　　　　　　　５，４４１人

　　　　府立中学校　　　　　　　　　　　　　　２２人

　　　　　市立高等学校定時制課程　　　　　　　　２０人（除く大阪市・堺市）
　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　１４，４７３人

○根拠法令

公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関す

る法律

公立義務教育諸学校の学校編制及び教職員定数の標準等

に関する法律
地方教育行政の組織及び運営に関する法律

大阪府立学校条例

府費負担教職員定数条例

２　教職員の人事に関する事務

(1) 教職員の配置等

ア　教職員としての経験を豊かにし、力量を高めるため、校種間、課程間等の交流人事を積極的に進めた。各学校の教員構成については、年齢別、性別、担当教科別等による配置の適正化を図ることができるよう十分考慮した。

イ　人事異動に関しては、校長・准校長の具申を尊重し、校長・准校長のリーダーシップ発揮のための支援を図った。

ウ　新規採用教職員については、豊かな人間性や教育者としての熱意、識見と幅広い指導力を備えた人材を確保した。

(2) 管理職の選考

　　　府立学校の校長、准校長及び教頭として、積極的な学校運営を期待し得る人材を選任し、適材を適所に配置するため、選考を行った。

	
	校　　　長（公募）
	教　　　　　頭

	考査実施期日
	1次（書類選考）

令和2年6月下旬～7月上旬

2次（面接）

令和2年7月22日、7月29日、7月31日

3次（面接）

令和2年8月17日、8月19日、8月20日
	筆答　令和2年 8月30日

面接　令和2年11月11日

	受験者数
	147人
	64 人

	予定者名簿登載者数
	18 人
	30 人


(3) 首席・指導教諭の配置

　　　様々な課題に対し、学校自らが判断し、組織的で機動的な学校運営組織を構築するため、府立高等学校、中学校及び支援学校に配置した。

ア　令和2年度　首席配置数　　　　　　

	
	人　数
	校　数

	高等学校（中学校含）
	278 人
	136校

	　支援学校
	145 人
	44校

	　　　　計
	　   423人
	　   180校


　　　　　　　　　　※校数･･･分校については、本校に含めている。

イ　令和2年度　指導教諭配置数

	
	　　人　数

	　高等学校
	62 人

	　支援学校
	　   30 人

	　　　　計
	92 人


　

(4) 府立学校の人事

ア　採用、退職等（死亡退職含む）

 　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　          R2.4.1 ～ R3.3.31

	職　種　・　校　種
	退　　職
	採　　用
	異　　動

	校長
	高校
	37 (3)
	32 ( 9)
	19

	
	支援学校
	13 (0)
	10 ( 3)
	8

	
	計
	50 (3)
	42 (12)
	27

	教育職員
	高校
	735 (283)
	504 (238)
	620

	
	支援学校
	237 ( 57)
	315 (60)
	379

	
	計
	972 (340)
	819 (298)
	999

	行政職員
	高校
	113(38)
	38(38)
	131

	
	支援学校
	31(11)
	13(13)
	57

	
	計
	144(49)
	51(51)
	188

	合計
	高校
	885(324)
	574(285)
	770

	
	支援学校
	281(68)
	338(76)
	444

	
	計
	1,166(392)
	912(361)
	1,214


※（　　)内は再任用職員で内数

イ　産休補助教職員の採用

　　　　     R2.4.1 ～ R3.3.31

	
	　教育職員
	　行政職員 等

	　高等学校
	147人
	0人

	　支援学校
	189人
	6人

	計
	336人
	6人


ウ　育休補助教職員の採用

　　　　      R2.4.1 ～ R3.3.31

	
	　教育職員
	　行政職員 等

	　高等学校
	257人
	0人

	　支援学校
	342人
	5人

	　　　　計
	599人
	5人


(5) 職員の海外派遣

　　青年海外協力隊　　１人

　　                        ○根拠法令

地方公務員法

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

教育公務員特例法

女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律
地方公務員の育児休業等に関する法律

外国の地方公共団体の機関等に派遣される一般職の地方

公務員の処遇等に関する法律

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等

に関する条例

大阪府立学校条例

職員基本条例

３　行政職員の研修に関する事務

 府立学校技能労務職員研修

　実施年月日　　新型コロナウィルスの感染拡大防止のため中止
（研修参加希望者に研修資料を配布）

小中学校人事グループ

１　教職員の定員に関する事務

市町村立の小・中学校の府費負担教職員定数の配分を行った。

条例定数

　　　　小　学　校　　　　１７，７３５人

　　　　　中　学　校　　　　１０，０９２人

　　　　　　計　　　　　　２７，８２７人

· 根拠法令

· 公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準等に関する法律

· 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

· 府費負担教職員定数条例
２　教職員の人事に関する事務

(1) 教職員の配置等

ア　市町村間の計画的な広域異動等を行い、教職員構成の適正化及び効率的な人員の調整を図るとともに、女性教職員の活用を計画的に進めたほか、個に応じた多様な教育を展開できるよう、それぞれの地域、学校の実情に応じて適正に配置した。

イ　新規採用教職員については、豊かな人間性や教育に対する熱意を有する人材の確保に努め、資質向上の観点から適正な配置となるよう考慮した。

(2) 管理職の選考

　　　小・中学校の校長、教頭として積極的な学校運営を期待し得る人材を広域的に選任し、適材を適所に配置するため、選考を行った。
	 
	　　　　校　　　　　長
	　　　教　　　　　頭

	考査実施期日
	筆答  令和2年9月5日(一次)　

面接　令和2年12月1日　～　令和2年12月28日（二次）

	受験者数
	175人
	222人

	予定者名簿登載者数
	116人
	175人


（任期付校長選考・再任用管理職選考を除く）
(3) 小・中学校の人事

ア　採用、退職等（死亡退職含む）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 R2.4.1 ～ R3.3.31

	職　種　・　校　種
	退　　職
	採　　用
	異　　動

	校長
	小学校
	   97( 16)人
	    142( 43)人
	70( 10)人

	
	中学校
	  61( 12)　
	   60( 23)　
	  45(  6)　

	
	計
	   158( 28)　
	    202( 66)　
	115(  16)　

	教育職員
	小学校
	364( 66)　
	  619( 74)　
	1,519( 48)　

	
	中学校
	    332( 52)　
	    469(100)　
	804( 54)　

	
	計
	  696(118)　
	  1,088(174)　
	2,323( 102)　

	行政職員
	小学校
	 35(  10)　
	 63( 21)　
	86(  5)　

	
	中学校
	  20(  7)　
	     36(  8)　
	59(  3)　

	
	計
	  55(  17)　
	    99( 29)　
	145(  8)　

	合計
	小学校
	 496( 92)　
	824(138)　
	1,675( 63)　

	
	中学校
	    413( 71)　
	  565(131)　
	908( 63)　

	
	計
	  909(163)　
	  1,389(269)　
	2,583(126)　


※１（　　）内は再任用職員で内数

                                       　※２ 大阪市、堺市、豊能地区を除く。
　　
イ　産休補助教職員の採用

　　　　　R2.4.1 ～ R3.3.31

	
	　教育職員
	　行政職員

	小　　学　　校
	770人
	20人

	中　　学　　校
	249人
	8人

	計
	1,019人
	28人


            　　　　　　　　　（大阪市、堺市、豊能地区を除く。）

ウ　育休補助教職員の採用

　　 　　　R2.4.1 ～ R3.3.31
	
	　教育職員
	　行政職員

	　小　　学　　校
	1,417人
	20人

	　中　　学　　校
	445人
	15人

	　　　　計
	1,862人
	35人


　　　　　　　　　　　　　　　（大阪市、堺市、豊能地区を除く。）
採用グループ

１　教職員の採用選考テストに関する事務

公立学校の教員を採用するため、教員採用選考テストを実施した。

また、公立義務教育諸学校の事務職員、府立学校の実習教員及び府立学校職員（農芸員）を採用するための採用選考を実施した。

(1) 令和３年度教員採用選考テスト

ア　受験説明会実施状況


	日　　　　　時
	会　　　　　場
	申込者数
	参加者数

	令和２年４月４日
	10:00～12:00
	大阪府立労働センター
エル・シアター
	新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止することになったが、「教育長」からのメッセージや教員の紹介ムービー(動画)をホームページに掲載。

	
	13:30～15:30
	
	

	４月９日
	18:45～20:15
	大阪府立労働センター
大会議室
	


イ　令和３年度教員採用選考テスト実施状況

	校　種　等
	志願者数
	受験者数
	合格者数
	備　考

	小学校
	人

　1,936  
	人

1,706　
	人

489　
	

	小中いきいき連携
	83　
	74　
	32　
	

	中学校
	1,965　
	1,756　
	350　
	

	高等学校
	1,974　
	1,686　
	205　
	

	支援学校（幼小共通・小学部）
	301　
	275　
	80　
	

	支援学校（中学部）
	181　
	155　
	31　
	

	支援学校（高等部）
	252　
	227　
	 46　
	

	自立活動教諭（肢体不自由教育）
	1　
	1　
	 0　
	

	養護教諭
	473　
	400　
	25　
	

	栄養教諭
	118　
	92　
	11　
	

	計
	7,284　
	6,372　
	1,269　
	


　　　 ※ 受験者数は、第１次選考受験者、第１次選考免除者で第２次選考を受験した者及び

第１次・２次選考免除で第３次選考を受験した者の計
第１次選考　令和２年６月27日

第２次選考　令和２年7月15日～19日

第３次選考　令和２年8月16日～9月29日
(2)  令和３年度公立義務教育諸学校事務職員採用選考実施状況
	区　　　 分
	志願者数
	受 験 者
	合格者数
	第１次選考
	第２次選考
	備考

	公立義務教育

諸学校

事務職員
	　 　人

　361 
	人

219 
	人

26 
	R2.9.27
	R2.10.28
	

	障がい者を

対象とした
公立義務教育諸学校学校事務職員
	94 
	60 
	9 
	R2.9.27
	R2.10.27
	

	計
	 455 
	 279 
	35 
	
	
	


(3) 令和３年度府立学校実習教員採用選考実施状況
	区　　　 分
	志願者数
	受 験 者
	合格者数
	第１次選考
	第２次選考
	備考

	府立学校

実習教員
	　 　人

　226

	人

178

	人

28

	R2.9.27
	R2.10.28
R2.10.29
R2.10.30
	

	障がい者を

対象とした
府立学校実習教員
	42
	35
	16
	R2.9.27
	R2.10.27
R2.10.29
	

	計
	 268
	 213
	44
	
	
	


(4) 令和３年度大阪府職員（農芸員）採用選考実施状況
	区　　　 分
	志願者数
	受 験 者
	合格者数
	第１次選考
	第２次選考
	備考

	府職員
（農芸員）
	　 　人

111
	人

64
	人

4
	R2.10.25
	R2.12.1
	

	障がい者を

対象とした
府職員（農芸員）
	62
	50
	1
	R2.10.25
	R2.12.1
	

	計
	173
	114
	5
	
	
	


○根拠法令

地方公務員法

教育公務員特例法

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

職員の任用に関する規則

管理・公務災害グループ
１　教職員の服務等について　

服務に関する通達・通知　
ア　令和２年７月３日付け「教職員の綱紀の保持について」教育長通達

イ　令和２年９月30日付け「特別区設置にかかる住民投票における教職員の服務規律の確保について」教育長通達

ウ　令和２年11月30日付け「教職員の綱紀の保持について」教育長通達
エ　令和２年12月24日付け「児童・生徒に対するわいせつな行為の禁止の徹底について」教育長通達
オ　令和２年12月25日付け「職員の懲戒に関する条例の一部改正について」教職員人事課長通知
２　公務災害補償について　
(1) 労働基準法に基づく補償

　　　な　　し
(2) 学校医等の公務災害補償に関する条例に基づく補償
な　　し

(3) 地方公務員災害補償法に基づく公務災害及び通勤災害認定件数

	　　　　　　校　種
態　様
	市町村立学校
（政令市及び豊能地区を除く）
	府立学校
	計

	
	小学校
	中学校
	高等学校
	高等学校
	支援学校
	

	認定件数
	公務災害
	公務上
	90
	53
	  0
	 60
	143
	346

	
	
	公務外
	   10
	  3
	  0
	  4
	  5
	 22

	
	通勤災害
	該　当
	  20
	 21
	  0
	 24
	 11
	76

	
	
	非該当
	  3
	  0
	  0
	 4
	0  
	  7

	        計
	123
	77
	0
	92
	159
	451


※大阪市、堺市及び豊能地区を除く。
○根拠法令

労働基準法

地方公務員災害補償法

大阪府学校医等の公務災害補償に関する条例

非常勤職員の災害補償に関する条例
教員力向上支援グループ
１　「大阪府教員の資質向上審議会」の運営等
①　指導が不適切である教員に対する対応方策について専門的・多角的見地から検討し、信頼される学校教育や学校運営に資するため、学識経験者や学校関係者、保護者などで構成される「大阪府教員の資質向上審議会」を運営した。
○大阪府教員の資質向上審議会
　　・委　　員　　７名〔委員長　大石　正廣（神戸松蔭女子学院大学教授）〕
　　・開催状況　　令和３年３月15日～令和３年３月18日（持ち回り開催）　計１回　
②　府立学校校長・准校長、市町村教育委員会に対するヒアリング等を通して、指導が不適切であると思われる教員の把握を行った。
③　指導が不適切であると思われる教員に対しては、府立学校校長・准校長、市町村教育委員会が当該教員の指導における課題を明確にし、指導力改善に向けて取り組んでいくことを支援するために、「教員評価支援チーム」を派遣して授業観察等を行った。
２　心身の故障による休職者への対応について
心身の故障のため長期の休養を要する教職員の休職について、府立学校校長・准校長、市町村教育委員会からの内申を受付け、状況把握を行った。

３　「再任用教職員採用選考審査会」の運営等
　　  再任用新規及び任期更新の申込みのあった教職員について、選考の合否及び任期の更新の可否、その他再任用選考等に関する重要事項の審査を行う、「再任用教職員採用選考審査会」を運営した。

　　　・開催状況　　令和３年２月１日～令和３年３月22日　計３回

４　ｾｸｼｭｱﾙ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ、ﾊﾟﾜｰ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ、妊娠･出産･育児休業等に関するﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止
　　  職場におけるﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止に向けての指針の作成や、教育センター内に教職員向けの電話相談窓口を設置し相談体制を整備した。
令和２年６月30日付け通知では、ハラスメント関連法（労働施策総合推進法等）の改正等を踏まえ、「職場におけるｾｸｼｭｱﾙ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止及び対応に関する指針」、「職場におけるﾊﾟﾜｰ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止及び対応に関する指針」、「職場における妊娠・出産・育児休業等に関するﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止及び対応に関する指針」について、所要の改正を行った。

また、府立学校の教職員（非常勤職員を含む）を対象に、職場における教職員間のハラスメント実態把握アンケート調査を令和２年11月９日より令和２年11月30日までの間、実施し、令和３年３月30日に調査結果を公表した。
